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9他の無線システムとの共用検討（評価指標/評価条件等）
被干渉システム 周波数(GHz) 評価指標・基準 備考

小電力データ通信システム

高速データ通信システム

（WiGig・屋内）

57.0～66.0 CNR

• パルス信号の電波送信時間率は考慮せず

• 与被干渉の位置関係は以下のとおり

① 被干渉側（WiGig）は送受信機対向

② 被干渉側（WiGig）はアンテナ半値角分ずれ

• WiGigの通信方式はOFDM（64QAM）相当

高速データ通信システム

（WiGig・屋外）

・被干渉側（WiGig）の設置高は5m

・与干渉側は正対（実際は想定されない）

共同住宅共聴システム 被干渉側の受信アンテナに正対しない場合

ミリ波レーダー

踏切障害物検知装置

60.0～61.0 CNR

パルスセンサーが３台同時動作する場合

自動車レーダー

• 本システムの実際の利用はない

• 計算結果は、被干渉側が同一車線の前方車を検知する場合（検

知距離120m）※3

固定局（エントランス回線） 55.78～59.0 INR=-10dB 本システムの実際の利用はない

放送事業用移動局（FPU） 54.25～55.78 INR=-20dB 与被干渉側は正対

地球探査衛星業務（受動） 50.3～63.57 -169 dBW/100MHz *１

• パルスセンサーの諸元は以下のとおり。

普及密度：20000台/km2

屋外の使用時間率：10％

• 天頂大気減衰量を考慮

電波天文（受信設備）
① 76.0～77.5

② 94.1～116.0

① -196.5 dBm/MHz *２

② -198 dBm/MHz *２

• パルスセンサーの諸元は以下のとおり。

普及密度：191～460台/km2

一日の平均動作時間：1.025 h

• 天頂大気減衰量（勧告ITU-R P.676-9）を考慮

※１ 勧告 ITU-R RS. 2017-0

※２ 勧告 ITU-R RA.769-2
※３ 被干渉側が隣接車線の前方車で与干渉側が同一車線の前方車である場合、所要離隔距離が3.5mの計算結果となったが、このような干渉モデルは実際ないものと

判断される。















16測定法

空中線端子における測定 アンテナ一体型（ＯＴＡ）測定

 
変調信号 
発生器 

試験機器 
（ＥＵＴ） 

擬似負荷 
（減衰器） 

電力計 

スペクトラム
アナライザ 

 
変調信号 
発生器 

増幅器 電力計 
試験機器 

（ＥＵＴ） 

標準信号 
発生器 

置換用空中線 

測定用空中線 

スペクトラム
アナライザ 

① 試験機器から一定周期、一定バースト長の送信波を連続送信
状態で送出する。

② 電力計を用いて、「バーストパルスの全時間平均電力 (Pm2) 」
を十分に長い時間測定する。

③ スペクトラムアナライザの設定を「バーストパルス幅 (TB) 」 及び
「バースト繰り返し周期 (T2) 」が測定できる設定 （タイム・
ドメインモード） とし、 TB 及び T2 の時間を測定する。

④ 「パルス列内の平均電力 (Pm1) 」は、次式で算出できる。

Pm1 （空中線端子） ＝ Pm2 ／ （ TB ／ T2 ）

送信時間率

① 試験機器の送信空中線と測定用空中線を一定の離隔距離
（遠方界条件を満たす距離）で対向させる。

② 試験機器から一定周期、一定バースト長の送信波を連続送信状態
で送出し、試験機器の送信空中線と測定用空中線の方向を微調整
し、電力計の指示が最大となる方向に固定する。

③ 「空中線端子における測定」の手順 ② （電力計指示値を記録）
及び 手順 ③ を行う。

④ 試験機器を撤去して、置換用空中線及び標準信号発生器に置き
替え、標準信号発生器から信号を出力し、測定用空中側の受信信号
の強度が最大となるように置換用空中線の方向を調整して固定する。

⑤ 手順 ③ の電力計指示値と同じ値となるように、標準信号発生器
出力を可変する。この時の標準信号発生器の出力をP0 とする。

⑥ P0 に置換用空中線の絶対利得等を加算又は減算して、等価等方
輻射電力（EIRP）に算出する。この値をPm2(EIRP) とする。

⑦ 「パルス列内の平均電力 ( Pm1(EIRP) )」は、次式で算出できる。

Pm1 (EIRP) ＝ Pm2(EIRP) ／ （TB ／ T2 ）

Pm1 （空中線端子） ⇔   Pm1(EIRP) の変換

試験機器の送信空中線の絶対利得及び
ケーブル損失等を加算又は減算

【出典】第8回作業班資料（テレコムエンジニアリングセンター提供）



17今後の検討課題等

◯ 本検討においては、パルス変調方式の広帯域センサーシステムの導入を前提として、他の無線シ

ステムとの周波数共用検討を行った。

◯ 今後、今回検討したユースケースでは想定しえないような利用形態が出てくるなど、同帯域を使用

する他の無線システムとの共用条件が変わる場合は、同帯域を使用する免許不要局の普及状況、

技術動向や諸外国の動向を踏まえ、必要に応じて技術基準の見直しを図ることが適当である。

◯ また、広帯域センサーをはじめとするミリ波帯通信デバイスの空中線電力の測定法や身体に近接

して利用されるミリ波帯通信デバイスの電波防護指針への適合性評価手法に関しては、国際的な

動向を踏まえながら、必要に応じて正確かつ効率的な手法の整備について検討することが望ましい。
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氏名 主要現職

主査
委員

安藤 真 東京工業大学 名誉教授

主査代理
専門委員

寳迫 巌
国立研究開発法人情報通信研究機構 ワイヤレスネットワーク総合研究センター
総合研究センター長

委員 森川 博之 東京大学大学院 工学系研究科 教授

専門委員 秋山 裕子 富士通株式会社 共通技術開発統括部 ソフトウエア化技術開発室長

〃 飯塚 留美
一般財団法人マルチメディア振興センター
ICTリサーチ＆コンサルティング部 シニア・リサーチディレクター

〃 伊藤 数子 特定非営利活動法人STAND 代表理事

〃 河野 隆二 横浜国立大学大学院 工学研究院 教授 兼 同大学 未来情報通信医療社会基盤センター長

〃 児玉 俊介 一般社団法人電波産業会 専務理事

〃 齋藤 一賢 日本電信電話株式会社 技術企画部門 電波室長

〃 田中 秀一 一般社団法人全国陸上無線協会 専務理事

〃 田丸 健三郎
日本マイクロソフト株式会社 技術統括室 業務執行役員
ナショナルテクノロジーオフィサー

〃 土田 健一 日本放送協会 放送技術研究所 伝送システム研究部 部長

〃 日野岳 充 一般社団法人日本アマチユア無線連盟 専務理事

〃 藤井 威生 電気通信大学 先端ワイヤレス・コミュニケーション研究センター 教授

〃 藤野 義之 東洋大学 理工学部 電気電子情報工学科 教授

〃 本多 美雄 欧州ビジネス協会 電気通信機器委員会 委員長

〃 松尾 綾子
株式会社東芝 研究開発センター 情報通信プラットフォーム研究所
ワイヤレスシステムラボラトリー 研究主幹

〃 三谷 政昭 東京電機大学 工学部 情報通信工学科 教授

〃 三次 仁 慶應義塾大学 環境情報学部 教授

〃 吉田 貴容美 日本無線株式会社 新規事業開発本部 新規事業開発企画部 シニアエキスパート

【参考】陸上無線通信委員会 構成員



19

氏名 所属、役職

主任 梅比良 正弘 国立大学法人茨城大学 教授

主任代理 児島 史秀 （国研）情報通信研究機構 ワイヤレスネットワーク総合研究センター ワイヤレスシステム研究室 室長

構成員 居相 直彦 NHK放送技術研究所 伝送システム研究部 上級研究員

〃 飯塚 留美 (一財)マルチメディア振興センター ICTリサーチ＆コンサルティング部 シニア・リサーチディレクター

〃 市川 正樹 日本電気（株）ワイヤレスアクセスソリューション事業部 マネージャー

〃 市川 麻里 （国研）宇宙航空研究開発機構 周波数管理室 室長（※第６回会合のみ参画）

〃 伊藤 茂博 アルプスアルパイン（株） 技術本部 ADプロジェクト マネージャー

〃 上田 陽市 (一社)電波産業会 研究開発本部 移動通信グループ 主任研究員

〃 大石 雅寿 自然科学研究機構 国立天文台 天文情報センター 周波数資源保護室 室長・特任教授

〃 大橋 洋二 富士通（株） 未来ネットワーク統括部 先行技術開発室 エキスパート

〃 小竹 信幸 (一財)テレコムエンジニアリングセンター 技術部 部長

〃 北久保 和人 ソニー(株) R&Dセンター Tokyo Laboratory 22 Senior Wireless Regulatory Manager

〃 小島 仁
（株）ＮＨＫテクノロジーズファシリティ技術本部 送受信センター 受信システム技術部（調査・施工）
チーフエンジニア

〃 佐々木 邦彦 （株）デンソー 技術開発推進部 国際標準推進室 シニア・テクニカル・アドバイザー

〃 城田 雅一 クアルコムジャパン（同） 標準化本部長

〃 高橋 和晃 パナソニック（株）インダストリアルソリューションズ社 技術本部 無線技術総括担当

〃 谷口 徹 日本無線(株) 新規事業開発本部 部長

〃 竇 元珠 アルプスアルパイン（株） 技術本部 ADプロジェクト 主幹技師

〃 富樫 浩行 (株)ディーエスピーリサーチ 認証部 部長

〃 平木 充 ルネサスエレクトロニクス（株） IoT・インフラ事業本部 コア技術開発統括部 主管技師

〃 藤本 浩 (一社)日本自動車工業会 ITS技術部会 移動体通信分科会長

〃 真壁 政行 ボルボ・カー・ジャパン(株) カスタマーサービス部 車輛認証グループ マネージャー

〃 松下 智昭 DXアンテナ(株) 技術第2部 技術規格チーム チームリーダー

〃 三瀬 敏生 三菱電機（株） 交通事業部 計画部 技術第一グループ 担当部長

〃 渡辺 知尚 （国研）宇宙航空研究開発機構 周波数管理室長（※第７回会合より参画）

【参考】60GHz帯無線設備作業班 構成員


